
1. 始めに

｢階層ベイズ法｣ を用いたツキノワグマ生息数の推定値が一部の府県のツキノワグマ (保護)

管理計画1において採用されるに至っている (表 1). その先駆けとなった兵庫県では ｢第 3 期ツ

キノワグマ保護管理計画 (2012 年 3 月)｣ から計画に反映されるようになっており, 直近では
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1 鳥獣保護法は 2014 年 5 月に鳥獣保護管理法と改正され, 管理を強調する法となったため, 本来の保
護思想が後退して管理計画と称するようになったため, (保護) と表記した.

要 旨

各府県のツキノワグマ生息数推定に用いられている ｢階層ベイズ法｣ は状態空間モデルに依拠し

たものである. 状態空間モデルを用いて観察不可能な野生鳥獣の生息数を推定するためには, 綿密

なデータ収集と厳密なモデル構築, 事前の情報収集が求められる. 筆者が一連の推定の先駆けとなっ

た兵庫県の ｢階層ベイズ法｣ による推定を再現したところ, 初期個体数設定によって非現実的な推

定生息数と自然増加率の組み合わせが恣意的に算出できることが判明した. これは自律度や識別可

能性といったモデルの基本条件としての水準を満たしていないこと, 密度依存性といった自然増加

率への考察が欠落していることに起因する. バイアスのかかった有害捕獲数等のデータのみからツ

キノワグマの生息数を推定することは, 本来あり得ないことである. このような推定は状態空間モ

デルの本来の趣旨から逸脱したものである.
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｢ツキノワグマ管理計画 (2017 年 3 月)｣ に記載されている.

他府県においても兵庫県に追随して同様の手法による推定が採用されている. 岐阜県では

2014 年, 岡山県では 2015 年にツキノワグマ (保護) 管理計画に採用され, 群馬県, 鳥取県では

2017 年に, 石川県では 2018 年にツキノワグマ (保護) 管理計画に採用されている. さらにこれ

らの推定値に基づいて兵庫県では 2016 年に, 岡山県は 2017 年に狩猟を再開したことが両県の計

画に記載されている2. 但し, 同手法を用いても公式な値とせず, ｢(保護) 管理計画｣ の参考推

計とする府県 (京都府, 長野県) もある. これらの概要は表 1に示す通りである.

｢階層ベイズ法｣ による野生鳥獣の生息数推定が最初に登場したのは環境省自然環境局生物多

様性センター (2011) (以下 ｢環境省 (2011)｣) である. 各府県のツキノワグマ生息数推定はこ

れを踏襲して複雑化している. その内容は捕獲数を基に生息数を推定する ｢捕獲に基づく推定

(harvest based model)｣ であり, 基本的には捕獲数の時系列データから捕獲率や自然増加率等

のパラメータをベイズ法を用いて推定し, 平滑化の手順を用いて生息数の推移を推定しようとす

るものである3. モデルが階層構造となっており, 推定には事前情報を加えるベイズ法が用いら

れているため, ｢階層ベイズ法｣ と呼称されている4.

捕獲数のみから生息数や自然増加率が把握できるということは本来ありえない. 環境省

(2011) の推定方法では, クマ類を捕獲しても生息密度は変動しないという前提を置いているた

めに, 捕獲数から生息数が推定可能であるとされている. しかし, 捕獲による生息密度の変動や

ツキノワグマの生息状況に関する調査・研究の蓄積がなければ生息数の推定は本来, 不可能なは

ずである. また, 自然増加率の推定には, 個体数が増加に影響を与える密度依存性も考慮されて

いない. この手法からは捕獲すればするほどクマ類の生息数が増えるという珍妙な結果が発生す

る危険性が極めて高いことは明白である.

表 1から全般的に言えることは, 大型哺乳類としてあり得ない高水準の自然増加率が算出され

ることにおいて共通している5. その結果, 群馬県と石川県を除いては直近の生息数推定値が膨

れ上がっている. これは自然増加率の推定結果の妥当性を検証せずにツキノワグマ生息数が増加

しているというあり得ない結果を提示していることになる.

また, 掲載されている生息数推定値は石川県を除いて総個体数である. 環境省のガイドライ

ン6においてはクマ類の保護・管理の基準は成獣の個体数であることから, 総個体数は (保護)

｢階層ベイズ法｣ によるツキノワグマ生息数推定の批判的検討

132

2 クマ狩猟を再開しようとする地域では, クマ生息数が急激に増えるという主張がなされることが知ら
れている. 米国においてもコネチカット州ではクマ狩猟に賛成する者は生息数が 5年で 2 倍に増える
というあり得ない数値を提示したとされている (The Humane Society of the United States (2017)).

3 環境省自然環境局生物多様性センター (2011, pp. 45-48).
4 環境省自然環境局生物多様性センター (2011, pp. 45-48).
5 スウェンソン (2015, pp. 113-114) は, 1990 年代のスウェーデンデンのヒグマの自然増加率が年間 16
％であり, これは世界史上最高であると指摘し, その要因を考察している.

6 環境省 (2017).
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管理計画に記載するには不十分な数値である. 本来, 総個体数を根拠として狩猟再開といった意

思決定することは適切ではない7.

各府県の一連の推定においては, バックグラウンドペーパーが公表されている場合がある. ま

た, 公表されていない府県については, 情報公開請求により入手可能な場合もある. この推定方

法の問題点については, 兵庫県のバックグラウンドペーパーの内容を念頭に, 従前より筆者が指

摘しているところである8.

但し, 入手したバックグラウンドペーパーにおいては, 推定過程を把握するために必要な推定

手法に関する情報 (モデル構造, 推定手法等) についての具体的言及が不十分であり, プログラ

ミングも公開されていない. また, 依拠する理論的根拠も不明確なままであった9. プログラミ

ングに関しては群馬県からのみ情報公開請求により提供があったところである10.

筆者はベイズ法を用いた生息数推定に関する文献調査に基づいて, 一連の ｢階層ベイズ法｣ に

よる推定手法は, モデル構造が状態空間モデル (state-space model) に依拠するものであると

判断した. 但し, それは状態空間モデルの趣旨を尊重したものと言えるか疑問である.

｢階層ベイズ法｣ においては, モデル構造上, 状態空間モデルと捕獲に基づく推定との整合性

が十分に図られているとは言い難い. また, 間接的データである捕獲数を主要データとして用い

ていることにも疑念が生じる. データが不十分, モデル構築が不十分なままでツキノワグマの生

息数推定に状態空間モデルを援用したこと, それが生息数や自然増加率の過大推定につながって

いる可能性がある. これは, 観察できない真の個体数を推測できるという状態空間モデルの特性

を過大評価したものと言える.

本論では, 山上 (2014), (2016) の内容を踏まえた上で, 各府県における ｢階層ベイズ法｣ を

用いたツキノワグマ生息数推定について, 状態空間モデルの適用の是非の観点から再考する. ま

た, 実際に ｢階層ベイズ法｣ を試行して問題点を検証する. 2 で状態空間モデルを中心に近年の

生態学における統計手法の動向について解説し, 3 で状態空間モデルの個体数推定への応用につ

いて述べる. 4で状態空間モデルで個体数推定を行う際の問題点について指摘し, 5でコンピュー

タによるシミュレーションに基づく結果から得られた具体的問題点について述べる.
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7 兵庫県と岡山県においては, 計画には総個体数のみが記載されており, 成獣の個体数は記されいない.
これは環境省のガイドラインと整合性が図れない記述であり, 個体数概念の把握において錯誤・混乱
が発生している可能性がある.

8 山上 (2014), (2016) 参照.
9 兵庫県については, 兵庫県 (2016) を最後として, バックグラウンドペーパーは作成されていない.
10 情報公開請求に応じて下さった群馬県の大澤正明知事に感謝の意を表するものである.



2. 近年の生態学における統計分析の発展

近年, 生態学の分野において個体群の動態把握に状態空間モデルが用いられることが多くなっ

ている11. 日本では使用頻度が未だ低いが, 専門誌には状態空間モデルや生態学への応用につい

ての特集が組まれるようになっている12.

状態空間モデルとは, 時系列データを扱うモデルである. AR, MA, ARMAといった時系

列モデルは状態空間モデルに包摂される. 時系列データには現在の状態が過去の自分自身の動き

に影響を受ける自己相関があるために, その取扱いには慎重であることが望まれる.

状態空間モデルでは, 直接観測できない時系列で変化する状態過程から観察可能な観察値が得

られると想定する. 状態過程はシステム・モデル (プロセス・モデル), 観察過程は観察モデル

(データ・モデル) で描写できる. システム・モデルは観察できない真の値が時系列においてど

のような動きをするかを示すものである. 観察モデルは観察されたデータと真の値との関係を示

すものである.

ここで状態過程の変数 {xt}＝{x1, x2, ……, xT} と観察過程の変数 {yt}＝{y1, y2, ……, yT} を

想定する. {xt} は観察不可能な潜在変数であり, 観察される {yt} は {xt} から発生すると考える.
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図 1 状態と観察の関係

資料：山村 (2016), 深谷 (2016) 等を参考に作成.

11 状態空間モデルの大学院生及び研究者向け教科書としては, Commandeur et al. (2007), Petris et al.
(2009), Durbin et al. (2012) がある.

12 ｢特集 ｢ベイズ推論とMCMCのフリーソフト｣｣ 岩波データサイエンス Vol. 1 (2015 年), ｢特集 ｢時
系列解析―状態空間モデル・因果分析・ビジネス応用｣｣ 岩波データサイエンス Vol. 6 (2017 年),
｢特集 2 始めよう！ベイズ推定によるデータ解析｣ 日本生態学会誌 Vol. 59, No. 2 (2009 年), ｢特集 2
生態学分野における状態空間モデルの利用｣ 日本生態学会誌 Vol. 66, No. 2 (2016 年)



観察データの誤差は状態過程の誤差と観察過程の誤差を含んでいるため, 両者をε

tとηtに分離できることはパラメータの推定におけるバイアスの除去が可能となることにおいて

重要である. これらの関係は図 1に示される.

状態過程の真の姿は誰にも分からない. この神のみが把握している真の状況に観察されたデー

タから迫ろうとするのがこのモデルの目的であると言える.

最も簡単な事例として次のモデルが想定できる. これは状態過程がランダムウォークしており,

観察過程はノイズ (誤差) で動くと想定するローカルレベルモデルである13.

xt＝ xt－1＋εt εt～Normal (0, σε
2) …… (1)

yt＝ xt＋ηt ηt～Normal (0, ση
2) …… (2)

ここでεtとηtは正規分布を想定する.

このモデルの推定は, xtの初期値である x0 と誤差の正規分布の分散σε
2とση

2を求めることを

意味する. 状態過程の初期状態 (initial state) が設定された上で, 分散が判明すれば (2) にお

いてxtの係数は事前に 1 であると設定されているので, 観察データから状態変数 {xt} の動きが

(1) に従って分かることになる.

状態空間モデルのパラメータ推定は一見, 簡単であるように見える. しかし観察されたデータ

から観察されない状態過程の動きを推測するので, 非常に煩雑な過程を踏むことになる. 状態空

間モデルの推定に際しては, パラメータの推定と状態変数の推定の 2つの推定が必要となる.

パラメータの推定方法としては尤度関数を最大化するようにパラメータ値を決定する最尤推定

法がある. しかし, 確率分布が複雑な場合, 多重積分を行うことが求められる.

このため, 様々な情報をパラメータの事前分布として活用できるベイズ統計学を用いることが

行われている. ベイズ法ではパラメータが分布を持つこととされているので, ここでは x0, σε
2

とσε
2 の事前分布を与えて, データ ytを利用してこれらの事後分布を求める. これは, 結果から

原因を逆算することを意味している. ベイズ法による推定は, データを固定してパラメータを動

かす点において最尤推定法と発想が共通しているため, 事前情報を適切に設定すれば, 最尤推定

法の結果と近似したパラメータ推定値が得られることになる.

事後分布を求めるには, 事後分布から攪乱項を発生させて, シミュレーションで事後分布の近

似を求めるMCMCを用いることが多い. このための統計ソフトが開発されているところであ

る14.

ここで例示したローカルレベルモデルは最も簡単なタイプであり, これに様々なパラメータが
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13 伊東 (2015) を参照した.
14 伊東 (2016) に従うと, Rのパッケージとしての dlmは変数関係は線形, 誤差分布が正規分布に限定

されるが最尤推定法やMCMCによるベイス推定が可能であること, KFASは誤差分布にポアソン分
布も用いることが可能であるが最尤推定法に限定されること, MCMCによるベイズ推定は BUGS言
語で可能であり, WinBUGS, OpenBUGS, JAGSがあること, Stanではさらに高度なベイズ法が
可能であることが示される.



付加されることでモデルはより複雑な事象を描写することになる. この場合, 行列又はベクトル

を用いてモデルは描写されることになる15.

xt＝Ft (xt－1)＋Gt (Vt ) …… (3)

yt＝Ht (xt)＋wt …… (4)

{xt} をm次元, {yt} を�次元とすると, システム・ノイズ vtは確率密度関数 q(v) に従うm次

元, 観察ノイズ wtは確率密度関数 r(w) に従う�次元の, いずれもホワイト・ノイズである.

Ftと Gtはm次元, Htは�次元の非線形関数である.

状態空間モデルを一般化すると, 確率分布関数の組で示される16. 以下では, 一般化された状

態空間モデルとパラメータの推定, 状態過程の予測について記述する17.

状態及び観察過程の確率密度関数を g(･), f(･) とすると, 一般型は以下のとおりとなる.

x0～g0 (x0 |Θ) 初期状態分布 …… (5)

xt～gt (xt | xt－1,Θ) 状態過程分布 …… (6)

y～ ft (yt | xt,Θ) 観察過程分布 …… (7)

但し t＝1, 2 ...., T, Θはパラメータのベクトルである. 状態過程は 1 次のマルコフ過程に従う

ものとする.

gt (xt | xt－1, …, x0；Θ)＝gt (xt | xt－1；Θ) …… (8)

ここでの関心は xtを求めることと, 観察過程の完全な実現値 y
T＝ y1, y2, ……, yTを前提として

パラメータΘを求めることである. Θは尤度関数を最大化することで求められる. Θの最尤推定

値は xtと ytの結合分布を xtについて積分することで得られる.

p(yT |Θ)＝�x0… �xT {Π
T
t＝1 ft (yt | xt；Θ)gt (xt | xt－1；Θ)dxt}g0 (x0 |Θ)dx0 …… (9)

Θと yTが与えられると, 状態変数 xtの期待値が得られる.

�x0…�xT{Π
T
t＝1 ft (yt | xt；Θ)gt (xt | xt－1；Θ)dxt}g0 (x0 |Θ)dx0

E [xt |y
T：Θ]＝

p(yT |Θ) …… (10)

ここで, yTが与えられて状態変数 xtの全体を計算することを平滑化という. y
Tが与えられた場

合の xt＋1 の推測は一歩先予測 (one-step ahead prediction), yTが与えられた場合の xtの推測

はフィルタリングと呼ばれる. Θの事後分布に重点を置いたベイズ統計学では, 事後分布は次の

ように記載される. ここで p(Θ) はΘの事前分布である.

p(yT |Θ)p(Θ)
p(Θ| yT)＝

f(yT) …… (11)

パラメータ推定値とデータ, さらに (10) から逐次ベイズフィルタを用いて状態 xtの条件付

き分布 (予測分布, フィルタ分布, 平滑化分布) を求めて状態過程の不確実性を推定することが
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15 北川 (2017, pp. 6-7) 参照.
16 北川 (2017, pp. 6-7) 参照.
17 Buckland et al. (2004, pp. 159-160) に従った.



可能になる18. 計算アルゴリズムに関しては, (1) (2) あるいはノイズを正規分布と想定した場

合の (3) (4) といった線形ガウス状態空間モデルではカルマンフィルタやカルマンスムーザー

が用いられるが, 非線形・非ガウスの場合には別途アルゴリズムが提案されている19.

但し, ここで注意しなければならないのは, 状態 xtの予測区間とは, モデル上で解の発生す

る区間を示しているのであり, 真実がこの区間にあることを意味しないことである20.

3. 個体数推定への状態空間モデルへの応用

生態学においては, 野生鳥獣や昆虫の生態は直接観察することはできない状態過程であり, 実

際に観察された個体数等は状態過程から発生した観察過程の変数であると考えられる. 生態学に

おいて, 観察できない生態の実態と観察データの誤差を分離して扱う状態空間モデルは, 生態学

の研究者に観察データを用いて観察不可能な生態の実態を推定できるという期待を抱かせるもの

である21.

生態学における状態空間モデルの利用は, 環境変化が個体数に与える影響の検証22, 動物の行

動, 個体群・群集動態の推定23といった観察不可能な事情への考察が可能になることを意味す

る24. 従って, 状態空間モデルを用いて個体数を推定することを試みる研究者が現れることは必

然の成り行きである.

状態空間モデルを用いて個体数を推定するには, 生態学特有の改良を必要とする. その結果,

柔軟性のあるモデルを基に従前では達成できなかった細部を描写する複雑なモデルが構築されて

いる25.

生態学分野における状態空間モデルの利用について深谷 (2016, p. 381) は, 1980 年代以降は

漁業データやテレメトリーデータへの単純線形ガウス型状態空間モデルとカルマフィルタのアル

ゴリズムが適用され, 1990 年代後半から 2000 年代に入ると推定手法の向上と汎用ソフトウェア

の開発により非線形モデルも利用可能となったことを指摘している.

深谷 (2016, pp. 382-386) は, 生態学への状態空間モデルへ応用について, 6 つのカテゴリー
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18 深谷 (2016, p. 378). 観察値とパラメータ推定結果から状態過程を推定する方法については Buckland
et al. (2004, pp. 171-173), 深谷 (2016, pp. 378-379) 参照.

19 深谷 (2016, p. 379).
20 深谷 (2016, p. 386) 参照.
21 Thomas et al. (2005, p. 19) は, 野生鳥獣の生息数とは, 通常は完全な情報の無い, 高度に構造化さ

れた確率論的システムであるものの, 経済的, 保護的関心がある場合, 保護管理 (management) や
政治的意思決定に際して生息数への推測は重要であること, 生息数の数理モデルを適合させることの
重要性を指摘している.

22 山村 (2016) 参照.
23 Auger-M�th�et al. (2016, p. 1) 参照.
24 深谷 (2016, pp. 381-382) 参照.
25 Auger-M�th�et al. (2016, pp. 1-2) 参照.



に分類している. その中で本論に関連の深いのは, 個体群動態モデルである. 深谷 (2016, pp.

382-383) は, 個体群動態モデルについて, 個体数のカウントデータや個体群密度等の個体群の

大きさの指標となる変数の時系列データが得られている場合に Gompertzモデルや logisticモデ

ル等の非線形モデルが個体群成長モデルに導入されていること, 年齢毎, 個体群サイズ毎の個体

数の時系列データがある場合には行列モデルを用いることを指摘する.

個体群成長モデルにおいて非線形モデルを導入するに際しては, 密度依存性を考える必要性が

ある26. 時点 tにおける生息数の対数値 lnNtが時点 (t－1) における生息数の対数値 lnNt－1 に依

存する場合, 両者に線形の関係である,

lnNt＝ a＋b lnNt－1 …… (12)

が成立すると想定する. このとき, lnNt－1 が大きくなると lnNtに制御が働き, 0＜b＜1の場合,

個体数は平衡個体数に収束する27. これは生息数推定値が指数関数的に爆発的増加を示すことを

抑制する機能があり, 非線形モデルはその延長線上にある28.

行列モデルを用いた個体数推定のためのフレームワークは Buckland et al. (2004) 及び

Thomas et al. (2005) に記されている. これらは, それまでの状態空間モデルによる生息数推

定結果を基に, モデルの一般型を提示しようとしたものである. また, これまでの研究成果をま

とめた書籍としては, Newman et al. (2014) がある.

Buckland et al. (2004, pp. 158-159) は (3) の Ftに状態過程における年齢構造の遷移を示す

Leslie行列29を導入することを提唱する. Buckland et al. (2004, pp. 160-161) では, 以下のよう

に状態過程を生存, 移動, 出産等の従属過程 (sub-process) に分割して構成要素群の集約化

(modularization) を行う. xt－1からxtが発生する連続過程において, (k＋1) の従属過程が起き

るので一般型としてこれをu1,t, u2,t,……, uk,t, uk＋1, tと示すと, 状態過程は次のように表される.

gt (xt | xt－1, Θ)＝�uk, 1… �u1, t g1, t (u1, t | xt－1；Θ)[Π
k
t＝2 gi, t (u1, t |ui－1, t；Θ)]

gk＋1 (xt | xk, t；Θ) du1, t… duk, t …… (13)

Thomas et al. (2005, pp. 21-22) に従って, これを具体的に描写すると次のようになる.

E (xt |xt－1)＝Lxt－1 …… (14)

ここで E (xt |xt－1)は xt－1を与件とした場合の xtの期待値, Lは Leslie行列である. さらに, B：

春季繁殖, S：夏季生存, M：秋季移動, W：冬季生存, A：最終的増加, c：人為的死亡数を示

すとすると次式になる.

E (xt |xt－1)＝AW (MBSxt－1－ct) …… (15)

観察過程 (4) は, 状態変数 xtを観察変数 ytに転写する関数 (mapping) であり, Htをいか
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26 ここでの密度依存性の説明は山村 (2016, p. 343) に従っている.
27 この (12) 式を具体的に発展させたものとして, Rickerモデル, Beverton-Holtモデルがある (De
Valpine and Hastings (2002)).

28 個体群成長モデルの概要については, Clark et al. (2004), Dennis et al. (2006) に述べられている.
29 Leslie (1945) 参照.



に設定するかが推定精度に大きく関わる. Buckland et al. (2004, pp. 161-162) は, 観察過程の

変数ベクトルが状態変数ベクトルあるいはその一部と一致すると (9) 式の ft (yt | xt；Θ)は 1か

0 となるため, 状態変数の積分のみとなることを指摘する. このような状況を考慮した場合,

Thomas et al. (2005, p. 22) に従うと, 観察過程は次式で示される.

E (yit |uit)＝Oi uit …… (16)

ここで yitは従属過程 iが発生した際の観察値であり, Oiは観察行列である.

状態過程の記述を構造的に分化することは, 尤度関数の計算を複雑化することを意味している.

また, 観察過程の変数ベクトルが状態変数ベクトルあるいはその一部と一致しない場合, さらに

計算は複雑になる.

個体数の精度の高い推定が可能になるには, 適切なモデルを構築し, 適切なデータが得られ,

適切な事前分布が設定されたことが要求される. ベイズ法を用いてパラメータを推定することに

関しては, 自然増加率や生存率等のパラメータと生息数の初期値 x0 に関する事前分布が必要と

なる30. Buckland et al. (2004, p. 158) は, 事前情報の設定は, 研究開始に先立ってのシステム

への知識を反映していること, 過去の研究や専門家の知見からの情報に基づいていること, 知識

が欠落している場合には曖昧な事前情報でも良いこととしている. パラメータや生息数の初期状

態についてはいずれも過去の生息実態調査等で確度の高い水準が判明していることが求められる.

また, 無情報事前分布を用いることが正しい推定値をもたらすか否かについては大いに議論の余

地があるところである.

ここまでの議論を踏まえると, 状態空間モデルを用いて個体数を推定するためには, 時系列で

の詳細かつバイアスの少ない生息数指標あるいは特定の性別, 年齢階層の生息数といった構造を

示すデータが整備されていることが前提条件となることが分かる.

状態空間モデルは階層構造になっていることから, 階層モデルに分類される. また, 時系列デー

タを用いない場合であっても, 複数地域での調査結果といった空間データを用いて階層モデルを

構築することは可能であり, この場合も最尤推定法やベイズ法でパラメータや生息密度等の推定

が可能である31.

日本の一部の生態学研究者は ｢MCMCによる階層ベイズ法｣ で個体数を推定したと称してい

るが, 正確には ｢(階層構造の) 状態空間モデルをベイズ法に基づきMCMCでパラメータの近

似値としての解を求めた｣ とするべきである.

欧米では地道なフィールド活動による観察データを有効活用して個体数を推定した例が 1990

年代後半以降から増えている. 日本においては, 近年, シカ, マングースやキョン等個体数推定

の労作が現れたとろである. 2000 年以降のこれらの状況については表 2 にとりまとめたところ

である. 但し, クマ類については状態空間モデルを用いた時系列での生息数推定は欧米において

｢階層ベイズ法｣ によるツキノワグマ生息数推定の批判的検討

140

30 初期値設定方法については山村 (2016, p. 345) 参照.
31 その例として, Royle and Dorazio (2006) がある.



も殆どない. これは移動距離が大きく, 観察された個体がいずれの地域の状態過程から発生した

か特定できないことに起因していると考えらえる32.

4. 状態空間モデル推定の問題点

状態空間モデルを生息数推定に用いるという生態学分野での応用については, 観察数等の制約

されたデータから多くのパラメータを推定することが試みられている. Buckland et al. (2004)

や Thomas et al. (2005) によって提示された規範となるべき行列モデルにおいては, この傾向

は特に顕著である.

しかしながら, データの種類が限定された状況において多くのパラメータの値を正しく推定す

ることは難しい. この問題は計量経済学においては識別問題 (identifiability) として知られて

いる33. 小尾 (1996, pp. 54-55) は, パラメータの推定に際して, 観測期間が変わるとパラメー

タの推定値が変動する理由を説明できないモデルは自律度が低いこと, 構造型の式から誘導型の
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32 クマの移動距離が長いことを考慮し, 標識再捕獲のデータを利用してベイズ法を用いたクマの生息数
密度を推定したものとしては, Gardner et al. (2009) がある.

33 ｢識別問題｣ の内容は, コトバンクのデジタル版百科事典 『日本大百科全書 (ニッポニカ)』 に簡潔に
まとめられている.

著者名 発表年 対象となる生物

Trenkel et al. 2000 Red deer in Scotland

Millar et al. 2000 South Atlantic albacore tuna

Griebeler et al. 2002 large blue butterfly

Parysow et al. 2002 black-capped vireo

Millar et al. 2002 Grey Wolf

Yearsley et al. 2003 short-tailed shearwater

Kriticos et al. 2003 prickly acacia(植物)

Peterson et al. 2003 Florida Key deer

Thomas et al. 2005 British grey seal

Chaloupka et al. 2007 Hawaiian green sea turtle

Yamamura et al. 2008 北海道のシカ

Iijima et al. 2013 山梨県のシカ

Fukasawa et al. 2013 奄美大島のマングース

高倉耕一他 2013 大阪市の野外生活ネコ

浅田正彦他 2014 千葉県のキョン

江口則和他 2015 愛知県のシカ

表 2 状態空間モデルを用いた生息数推定研究

注；2000 年以降について, 参考文献をもとに筆者作成



式を導いてパラメータが 1対 1に対応している場合, 識別可能であることを指摘している. ここ

での自律度とはパラメータの値が構造式のどのパラメータに規定されるかを示すものである34.

モデルの自律度が低ければパラメータは識別されず, 偏りのない推定はできない.

特に生態学では物理学とは異なり, 動物と人間の行動や意思決定がパラメータに反映されてい

るため, パラメータの決定要因を検証しなければならない. このように識別問題は自然科学にお

いても発生する問題であるにも関わらず, 自然科学のテキストにおいては全く触れられていない

ことを小尾 (1996, p. 55) は指摘している. 自然科学においては, パラメータの値が説明困難,

推定困難な場合でもシミュレーションで解を求めようとする傾向がある.

シミュレーションはあくまでモデルが頑健である場合にのめ近似値を求める手法として有効で

ある. つまり生態学のモデルの自律度, 現実妥当性が担保された上で, ベイズ法やMCMCを適

用しなければ, 求められたパラメータの信頼度は低く, 生息数の推定値の精度は低いものとなる.

近年, 状態空間モデルをベイズ法で推定することについて分かってきたことは, 識別可能性と

捏造可能性35の問題を抱えていることである. 自然科学の分野においても識別問題が議論される

ようになったことは歓迎すべきことである.

状態空間モデルを最尤推定法やベイズ法で推定する際, 観察データの種類が限定されている場

合, 推定できるパラメータ数が限定される同定問題あるいは識別問題と呼ばれる事象が発生す

る36. 識別は, データの量のみでなく, 密度指標の単調増加や部分的減少といったデータの傾向

にも影響されることが指摘されている37. 識別問題は行列モデルのみならず, 個体群成長モデル

においても発生することが知られるようになっている38.

データが限定されている状況では状態過程の誤差を分離できないため, 正しい推定には観察過

程に関するデータをできる限り収集して推測に用いることが必要であるとされており, Pollack

のロバストデザインと呼ばれている39.

但し, ベイズ法を用いた場合, 事前分布の範囲を狭めることで, 本来推定不可能なパラメータ

もMCMCによるシミュレーションで収束を得ることができる40. この場合, 事前分布と事後分

布はほぼ同一形状を示しており, 推定したことにはならないので, 可能な限りあいまいな事前分

布を用いるべきであるこが指摘されている41.
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34 計量経済学における自律度の問題については小尾他 (1993, pp. 9-12) において解説されている.
Frischや Haavelmoといったノーベル経済学賞を受賞した計量経済学者は自律度と識別問題について
深く考察した.

35 ｢捏造可能性｣ は筆者の命名である.
36 飯島 (2016, p. 357) 参照.
37 飯島 (2016, p. 357) 参照.
38 深谷 (2016, p. 386) 参照.
39 深谷 (2016, p. 386) 参照.
40 飯島 (2016, p. 357) 参照.
41 飯島 (2016, p. 357) 参照. ここでのあいまいな事前分布は Jeffreys事前分布を意味する.



これに関連して山村 (2016, p. 345) は, Fisherのベイズ批判を基に, ベイズ推定においては,

推定のスケールを操作することで推定値を恣意的に捏造できることを指摘している. つまりデー

タ量が多く事前情報が適切である場合には, ベイズ推定は最尤推定値の近似となること, データ

量が少ない場合に, 事前分布に均一分布を用いるとベイズ推定値は最尤推定値と一致しないこと,

この場合は無情報事前分布である Jeffreys事前分布を用いるべきであることが示されている42.

識別可能性と捏造可能性は深く関連している. パラメータ数に比較してデータ数が少ない場合,

事前分布を幅の小さいものとするとシミュレーションが見かけ上, 収束して事前分布と殆ど変わ

らない事後分布が求められ, 恣意的な状態過程が導かれることになる.

求めたパラメータの事後分布の妥当性についての検証は欠かせない. 識別可能性を判定するた

めには, 事前分布と事後分布の重なりを検証する必要性がある. 重なりが大きいと, 同義反復を

意味しており, 結果は捏造されたものとなる. そのために, Garrett and Zegerの検定方法が提

案されている43.

識別可能性と密接に関連するものとして, 推定可能性 (estimability) がある. 推定可能性と

は, 識別可能性の判断が難しい際に用いられる概念であり, シミュレーションにおいて最尤関数

が複数, 最大値を持つことで, パラメータの値が一意に決定されないことを言う44.

Auger-M�th�et al. (2016, p. 2) は, 状態空間モデルにおける推定可能性については従前か

ら議論されていたこと, 密度依存45パラメータの推定や状態過程と観察過程の誤差を分離するこ

とが難しいことが指摘されていたにも関わらず, 複雑なベイズ法を使用する研究において多くは

見過ごされてきたことを指摘し, 研究者にこの問題について警告することは時宜を得ているとし

ている.

Auger-M�th�et al. (2016, pp. 8-9) は, 状態空間モデルにおいて, データが不十分で推定す

るべきパラメータが多い条件下において, 状態過程の生態学的確率性よりも観察データの誤差が

大きい場合, パラメータの推定可能性問題が発生すること, この結果に基づいて予測を行うと過

大推定になること, 状態空間モデルが間違って用いられると誤解を生むことを指摘している.

これらの問題に加えて, 因果関係措定についての問題点を指摘しておきたい. 統計分析を行う

際には, 2 変数 x, yがある場合, いずれが原因でいずれが結果であるかを検討する必要性があ

る. 観察されたデータが状態変数から生み出されたものか否かについて検討を加える必要性があ

る46.

データにおけるトレンドを適切に除去しなければ見せかけの相関が発生して表面上はパラメー

タの推定精度が高く見えることになる. これを計量経済学においては愚かな回帰 (spurious re-
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42 Yamamura (2016) の主張に従っている.
43 Garrett and Zeger (2000) 参照.
44 Auger-M�th�et al. (2016, p. 2) 参照.
45 密度依存とは個体数が過去の個体数に依存して決定されることを指している.
46 因果関係の検証にはグレンジャー因果性検定等が通常用いられる.



gression) と呼んでいる47. 変数間の因果関係を正確に把握するためには, 変数を定常化させる

ことは計量分析において第一に要求される.

状態空間モデルを構築してベイズ法で推定し, 野生鳥獣の個体数を求めることには熟練した推

定技能を要する. Auger-M�th�et al. (2016, p. 9) は, 一部の生態学者以外の生態学研究者に

は統計学の訓練が必要であると指摘している. 小尾 (1996, p. 53) は, 実証とは論理主導型実証

を繰り返し, 経験を重ねる必要性を指摘する. 技能を身に付けるためには, 通常の大学院生向け

教科書には記載されていない暗黙知に属する高度な技能を実践で積み重ねていなければならない.

5. (保護) 管理計画における推定への批判

本節では, 各府県のツキノワグマ (保護) 管理計画に記載されている ｢階層ベイズ法｣ を用い

たツキノワグマ生息数推定の妥当性について検討する. なお, 兵庫県を対象とした具体的数値を

用いた推定の精度検証については, 補論において示される. 本節での議論は, 公表された, ある

いは情報公開請求によって入手したバックグラウンドペーパーの内容と補論における議論を念頭

に置いたものである.

各府県の推定に共通していることは, 最も簡単な状態空間モデルを用いてツキノワグマの個体

数を求めることを考えていることである. ここでは, (1) (2) を修正することでモデルを描写し

てみる. 真の個体数は観察不可能な潜在変数なので状態を示す {xt} に, フィールド調査等によ

る単位労力当たり目撃数といった観察数や個体数指数は観察されたデータなので {yt} に相当す

る. システム・モデルと観察モデルは次のように書ける.

xt＋1＝(xt－capt)r＋εt …… (17)

yt＝axt＋ηt …… (18)

ここで capt：捕獲等による死亡数, r：自然増加率, α：生息数を観察数又は指標に変換する係

数とする.

各府県は基本的に有害捕獲数を主要データとして用いており, 初期個体数 x0 を設定して, 捕

獲率αと自然増加率 rの推定値を求めることで毎年の個体数を求めることとしている. ベイズ推

定に際しては, 捕獲率, 自然増加率とこれらの分散を事前情報として設定し, 捕獲数のデータを

観察指標として用いてベイズ更新を行い, 事後分布を得る. x0 が初期個体数として確定し, α

と rの推定値 (事後分布) が求められると, 潜在変数である野生鳥獣の個体数 xtの経年変化を

計算できると想定されている.

前節までの議論から明らかであるように, 生息数の推移を描写するためには, 成長曲線等をモ

デルに組み込むか行列モデルを構築しなければならない. この簡易化されたモデルでは, 密度依

存性や平衡生息数, 年齢構造等が全く考慮されておらず, 生息数を推定するのには不十分であり,
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生息数推定のための最低条件を満たしていない.

当該モデルの推定に際しては, ytとして観察データ, capとして捕獲数データが必要とされて

いる. ところが, 各府県では ytに捕獲数を用いている. つまり, 捕獲数を生息密度を示す変数

と考えているが, 捕獲を推進すれば生息密度は低下するので, この仮定は適切ではない. また,

捕獲数 ytと捕獲による死亡数 capの数値は重複している. つまり

capt＝σyt, 0�σ�1 …… (19)

の関係が成立するため, 捕獲による死亡数は捕獲数に規定されることとなり, 推定に際しては実

質的には 1種類のデータしか用いていないことになる.

前節までの議論で明らかであるように, 捕獲数という単一データで複数のパラメータを推定し

て時系列の個体数を推定することは識別可能性の観点から困難な作業である. Fukasawa et al.

(2013) は捕獲数のみでは事後分布を推定するには不十分であると指摘する. これを受けて浅田

他 (2014, p. 63) は初期個体数や自然増加率について現実を反映する適切な値を設定することを

提唱している.

ここで, 状態変数の初期状態や事前情報の設定の問題点について検討する. 初期個体数につい

てはいずれの府県も十分な情報を得られてはいない. しかしながら, それは恣意的な値を設定し

ても良いという意味ではない. 既存の調査結果等, 利用可能なものは全て用いるという姿勢が推

定に当たって認められない府県が多いことは甚だ遺憾である.

自然増加率については, 事前情報に従前の研究成果や専門家の知見が生かされていなければな

らない. 江口他 (2015) は愛知県東部地域のシカについては年率 18％としているが, 自然増加

率の事前分布と事後分布がほぼ等しいことから自然増加率の事前の想定が推定に影響を与えると

している. このことは自然増加率の事前情報の設定が結果を左右することを示唆している.

ツキノワグマについては自然増加率に関する過去の研究蓄積が乏しいので, 自然増加率を特定

の値に固定することが難しい. しかし, The Humane Society of the United States (2017) は,

牝グマは 4～6 歳で繁殖可能となり, 一度に 2～3 頭を生むが, 出産には間隔を設けることで

2～3 年間隔となること, 子グマは全てが生き残るわけではないこと, 自然環境に影響を受けて

個体数は制約されることを指摘している. このような事情を考慮すれば, 山上 (2014) において

議論されたように自然増加率は 5～10％48程度に制約されるものと考えられる.

次に捕獲率の設定について検討する. (18) は有害捕獲数に 1
α を乗じることで個体数が求めら

れることを意味する. 前述の議論から明白であるようにパラメータ推定においては, 変換係数α

が事前に判明していることが望ましい. そうでなければ計算は煩雑になるとともに精度も低下す

る. 個体群成長モデルの場合, 生息数全体の悉皆調査等のセンサスデータが, 行列モデルにおい

ては, 特定の年齢階層についてセンサスデータが, いずれも初期状態において得られていること

が望ましい.
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48 山上 (2014), (2016) 参照.



各府県においては, 事前情報における捕獲率の設定が恣意的である. これは捕獲率に関する過

去の情報の蓄積, 一定地域での捕獲数と個体数の関係等を示すデータが存在しないからである.

有害捕獲数のデータそのものについても解釈は慎重に行う必要性がある. 各府県の推定に関し

ては, 有害捕獲された個体 ytが当該府県の個体群 xtから発生したとは限らない. 状態過程と観

察過程が対応していない可能性がある. これは移動距離の長いツキノワグマでは特に顕著である.

特に異常出没を示す年度においては他府県からの流入個体が多数有害捕獲されている可能性が高

い. 他府県からの流入という要因を考慮する場合, モデルを閉鎖系から開放系に発展させる, 移

動データを用いて移動距離を測定するといったモデル修正を行わなければならない.

また, 有害捕獲数の経年変化についても個体数を反映するデータとしては, 大いに疑念を持た

ざるを得ない. 特にツキノワグマ (保護) 管理計画策定時から有害捕獲は有害度の判定を基準に

機械的に行うために, 従前よりも有害捕獲される可能性が高まっていると考えられる. 有害捕獲

は人為的かつ能動的に行われるものである. 従って, 有害捕獲数はランダム性の欠落したデータ

であることから, 客観的な観測値とはなりえないという問題がある.

上方トレンドを持つ無修正の有害捕獲数を生息数の代理変数として用いると, 捕殺数を上回る

趨勢で個体数が増えているという推定結果が導かれ, 異常に高い自然増加率が正当化されてしま

うことになる. つまり捕獲すればするほど, 生息数は増加するという結果が導かれることになる.

これは有害捕獲数という間接データから生息数を求めようとすることの限界を示すものである.

生態学においても因果関係を取り違えないためには, トレンド除去が重要な課題であることは

指摘したとおりである49. 自治体の有害捕獲性向が高まることで捕獲の ｢努力｣ が趨勢的に高まっ

ていることを考えると, 単位努力量当たりの有害捕獲数にデータを修正しなければならない. 但

し, このような修正を施してもランダム性は確保されていないので観察数としては用いることに

は限界がある.

また, イノシシ駆除のために罠を仕掛けることでツキノワグマの錯誤捕獲が増加していると考

えられる. 錯誤捕獲は法令違反であり, 有害捕獲とは概念の異なるものである. 捕獲数に錯誤捕

獲が含まれると, データ収集に一層の恣意性を伴うことになる. ツキノワグマを錯誤捕獲した場

合に放獣を行っている府県の行為は法律遵守であることは評価できるが, これを捕獲数のデータ

に含めると錯誤捕獲分が捕獲率で割り戻され, しかも捕殺を伴わないために推定生息数は見かけ

上, 大きなものとなる可能性がある.

各府県の推定においては, 目撃件数という捕獲数以外の変数も生息数推定に用いられている場

合がある. 例えば, 兵庫県 (2016) 等においては, 捕獲数以外に目撃件数を変数に加えて観察過

程の式を追加している. しかし, 捕獲数と目撃数は連動して動くことから目撃数を観察過程に追

加しても推定には何ら新たな知見は与えない. これは計量経済学において多重共線性の問題とし

て捉えられている.
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49 山村 (2016, pp. 344-345) は生態学における変数のトレンド除去問題について論じている.



目撃件数と生息数の比率を目撃率δとすると, 同一個体を複数回目撃することで目撃件数が生

息数を上回る可能性があるために, 目撃率δは捕獲率αのように 0�α�1 という制約を満たさ

ない. 従って, 目撃率δを推定しようとして収束基準を設定できないのである. つまり兵庫県

(2016) の推定は, 装飾的データを追加して推定精度が向上したように見せかけているに過ぎな

いと考えられる50.

近年のツキノワグマ大量出没をブナの凶作に起因するものと捉える考えがある. これはそれ自

体, 重要な問題であるが, モデルに組み込む際には慎重を期す必要性がある. 例えば, 兵庫県

(2016) 等においては, ブナ科堅果類豊凶指数の捕獲率や自然増加率に直接与える効果を計測し

ている51. この推定には大きな問題を孕んでいる.

ここで検討しなければならないことは, ブナ科堅果類豊凶指数は自然増加率には直接的影響を

与える可能性があるが, 捕獲率に直接的影響は与えないことである. ブナ科堅果類が豊作であれ

ば出生数は増加して死亡率は低下するので自然増加率は上昇するであろう. 一方でブナ科堅果類

が豊作であれば移動距離が短くなり捕獲率は低下するであろう. そうであれば移動距離とブナ科

堅果類豊凶指数の関係を考察しなければならないことになる.

さらに, ブナ科堅果類豊凶指数は, 循環指数であり, トレンド的構造変化を反映するものでは

ない. つまり自然増加率の循環変動の説明には一定の有効性を持つと考えられるが, 循環要因で

捕獲数の増加というトレンドを説明しようとすると, 見せかけの修正が行われることで捕獲率が

低下して生息数が過大推定される可能性がある. つまり奥山の劣化によりクマが周辺地域に移動

するといったことも全て豊凶指数で説明してしまうことになる. また, 他府県からクマが流入し

て捕獲数が増加した際も, このような構造変化を全て豊凶で説明するために生息数が過大推定さ

れることになる.

錯誤捕獲したツキノワグマを法令に従って放獣した場合, 標識・再捕獲法による生息数推定が

可能になる. 錯誤捕獲数のデータにランダム性がないことから, データの解釈には留意する必要

性があるものの, ここで求められる標識付き個体の捕獲率は本来, 捕獲率αを推定する際の重要

な補助資料となるはずである.

兵庫県 (2016) 等の推定では個体数の動きと並行して, 標識付の個体数を求めている. ところ
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50 モデル構造が適切か否かについては式を追加して精度が向上したか否かの検定を行う必要性がある.
この点については山村 (2016, p. 346) 参照.

51 藤木大介 (2017) ｢ドングリの豊凶からツキノワグマの出没を予測する｣ (兵庫県森林動物研究センター
開設 10 周年記念シンポジウム 『野生動物の保全と管理の最前線』 発表) において, 兵庫県のブナ科
堅果類の豊凶とツキノワグマの出没, 捕獲の関連を回帰分析している. 筆者はここで提示された資料
を用いて, ツキノワグマの捕獲 (有害＋錯誤) 件数と出没件数をブナ科堅果類の豊凶指数を説明変数

・

として藤木 (2017) と同様の, 回帰分析を行った. その結果, 2010 年の異常出没数をブナ科堅果類の
豊凶指数で追うことはできなかった. これは他府県からの流入が増加した可能性を示唆している. ま
た, この回帰分析はトレンド項を説明変数に加えなければ成立しないものであり, このトレンド項の
意味を検討する必要性がある.



が, 兵庫県 (2016) 等の推定は, 標識付個体に関する動きが個体数にフィードバックされる構造

とはなっていないため, この貴重な情報が個体数推定に生かされていない. 標識再捕獲法による

捕獲率と推定されたαの値は基本的に一致しなければならない. 標識付き個体の捕獲率が個体数

推定に反映されるべきであるにも関わらず, 実際は両者に乖離が発生している.

標識付き個体数 (時点 t) (Nm(t)) は,

Nm(t)＝Nm(t－1)×生存率φ＋新規標識付き個体数－標識付き個体の人為的死亡数

…… (19)

で示されるため, 個体数や捕獲率推定には, 生存率φの設定が最も重要になる. 生存率は過去の

個別捕獲履歴が存在しない場合, 外部からの情報を基に固定すべきパラメータである52. いわゆ

る外生変数であり, モデル内で決定できるものではない.

一連の ｢階層ベイズ法｣ によるツキノワグマ生息数推定は, ベイズ法を用いてもデータが基本

的に捕獲数のみに限定されており, 恣意性のあるデータであること, 事前情報に過去の知見が欠

落していることから, 確度の高いパラメータの推定が困難なはずである. そうであるにも関わら

ず, パラメータが推定されたのは, 初期個体数を低く設定し, 密度指標である捕獲数のデータが

修正されずトレンドが除去されていないために, モデル内の変数が見せかけの相関を示したこと

に起因していると考えられる. その結果, 自然増加率が過大推定となり, 捕獲率は低く推定され

て推定生息数は爆発的に増加したという結果となった可能性が高い.

捕獲数からクマの生態の真実に迫れると考えることは飛躍した発想であり, 用いた式を説明す

るための論理的思考過程を経ていない. つまり, 有害捕獲や錯誤捕獲の数から個体数を推定しよ

うとする発想自体が間違っている. MCMCを用いた ｢階層ベイズ法｣ は, 観察データの欠落と

いう日頃の調査不足と, 真の個体数に迫るための論理性の欠如という問題点を糊塗できる魔法の

手段ではない.

兵庫県の ｢ツキノワグマ管理計画 (2017 年 3 月)｣ 中の個体数推定値の 50％, 90％信頼限界と

はシミュレーションの結果として平滑化された個体数が算出される予測区間に過ぎず, 真実の生

息数がその範囲内にあるということは全く意味しない.

個別具体的な問題点については, 兵庫県がモデル推定に用いた事前情報やプログラミングの開

示を拒絶しているため53, ここではこれ以上の指摘はできないが, 今後, 検討を要する事項であ

る.
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52 筆者が兵庫県の標識再捕獲に関するデータを用いて生息数を推定したところ, 生存率を 0.8 と設定す
ると 2016 年で 370 頭となった.

53 筆者の情報公開請求 (2017 年 8 月 22 日) に対して, 兵庫県は, 著作権を保有していないと認識して
いるにも関わらず, 研究解析途上である, これまでの研究結果が不当に妨げられるという理由でプロ
グラミングの公開を拒否している (2017 年 9 月 4 日及びその後の質疑応答). これは理由が意味不明
なばかりではなく, 研究解析途上の学問的評価がなされていない生息数推定値をツキノワグマ (保護)
管理計画という公文書に記載したことを意味している.



各府県で用いられている ｢階層ベイズ法｣ は, モデル構造において, 捕獲率や自然増加率を規

定する要因に全く考察がなされていない自律度の低いものである. このような状況で推定を行う

と, いかなる初期個体数と捕獲率, 自然増加率の組み合わせも許容することにつながる. さらに

推定を更新する度に生息個体数が大きく変動する. 有害捕獲数という単一データで複数のパラメー

タを求めることは, 識別不可能であるため, データのトレンドが誤った推定値に導くことで全く

見当違いの推定が行われることにつながる. つまり, どのような恣意的な架空シナリオを描くこ

とも可能なのである.

補論から明らかなように, ｢階層ベイズ法｣ では初期個体数の設定値により, 自然増加率と生

息数推定値は大きく変わる. 初期個体数の設定値を倍にすれば個体数推定値は倍になり, 逆に自

然増加率は低下する. つまり当初は生息数が少なく異常な自然増加率ど生息数は爆発的に増加す

るか, 自然増加率は抑制されても個体数は従前から多いといういずれかの結果となってしまうの

である.

構造が不明確なモデルに, バイアスのかかった捕獲数のみを用いてパラメータを推定すると,

様々な解が提出され, いずれが正しいか判断することができなくなるのである. さらに推定の度

に値が変動し, その理由を説明できない.

｢階層ベイズ法｣ は状態過程に対する事前の信念をデータで補正することを意味しており, こ

の作業が状態過程の真実に迫っているという保証はどこにもない. ｢階層ベイズ法｣ で求めた個

体数が ｢科学的｣ であるから信頼できるというものではない. 科学も畢竟, 最終的には個人の価

値判断に帰属するものであり, 研究者の状態過程に対する認識が誤っていれば, ｢科学的｣ 推定

は単なる SF (空想科学小説) に過ぎない.

｢階層ベイズ法｣ は, 状態・空間モデルの本来の趣旨を逸脱したものである. 推定値について

は, その生態学的解釈ができないため, 妥当性の判断ができない. 逆説的に言えば, 解釈不能で

あるから, その結果が ｢科学的｣ 手法によるとされて批判されずに受容されてしまっているので

ある.

補論： ｢階層ベイズ法｣ によるツキノワグマ生息数推定法の精度検証

ここでは, 群馬県から情報公開請求により入手した ｢群馬県ツキノワグマ適正管理計画 (第二

種特定鳥獣管理計画･第二期計画)｣ (2017 年 3 月) におけるツキノワグマ生息数推定に係る資料

を用いて ｢階層ベイズ法｣ によるツキノワグマ生息数推定の妥当性について検証する.

1 . 群馬県の推定結果の検証

群馬県から提供頂いた資料は次のとおりである.

資料 1：�自然環境研究センター 『平成 27 年度群馬県ツキノワグマ生息状況調査業務報告書』

2016 年 3 月, 群馬県請負業務

資料 2：階層ベイズ法に用いたデータ一式
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資料 3：｢群馬県クマ個体数推定スクリプト｣ 自然環境研究センター修正版

資料 1はバックグラウンドペーパー, 資料 2は使用データ, 資料 3はコンピュータプログラム

である. プログラムは, フリーソフトの“R”に R2WinBUGSを介することでMCMCを Gibbs

samplerで行うフリーソフトWinBUGSを呼び込むことで作動する.

まず, 群馬県の推定結果について検証を試みた.

資料 1 では, ｢階層ベイズ法｣ のモデルの基本構造, データ等が pp. 7-12 に記されている. こ

こからモデルの基本構造は本論の第 5節に提示したモデルと同様であり, 捕獲数は狩猟数と有害

捕獲数を合算したもの, 除去数は捕獲数と等しく設定していることが分かる. なお, 使用データ

は 1998～2015 年, 目撃数は 2009 年以降, ブナ科堅果類の豊凶は 2008 年以降について利用可能

である.

推定結果は資料 1の pp. 21-26 に記されている. ここからは, 初期個体数を低く設定すると自

然増加率が高くなるとともに生息数の水準は低くなること, 初期個体数を高く設定すると自然増

加率が低くなるとともに生息数の水準は高くなることが示される.

つまり, 本論の第 5節で指摘したとおり, モデルの性格上, 自然増加率と生息数の組み合わせ

は無限に設定可能であり, 自然増加率とその後の生息数の推移は, 初期個体数の設定に左右され

ることが確認される. 従って, 推定された自然増加率が妥当な水準であるか否か個体数推定値の

妥当性の判断基準になると考えられる.
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(Ⅰ：当初個体数設定変更ケース)

ケース ① ② ③ ④ ⑤

初期個体数 500～1500 1000～2000 1500～2500 2000～3000 2500～3500

設定 標準 標準 標準 標準 標準

1998 年度推定値
607

(565, 655)
1089

(1029, 1153)
1566

(1492, 1644)
2040

(1955, 2130)
2513

(2417, 2612)

2015 年度推定値
601

(471, 745)
997

(832, 1181)
1252

(1065, 1458)
1446

(1243, 1668)
1602

(1387, 1839)

自然増加率(％) 38.3 19.1 12.5 8.8 6.4

(Ⅱ：条件設定変更ケース)

ケース ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

初期個体数 1000～2000 1000～2000 1000～2000 1000～2000 1000～2000 1000～2000

設定 目撃数 0
捕獲数 2倍/
捕殺数 2倍

捕獲数 2倍/
捕殺数一定

豊凶一定＝1 豊作＝1.5 凶作＝0.5

1998 年度推定値
1089

(1029, 1153)
1176

(1116, 1240)
1179

(1112, 1267)
1107

(1043, 1182)
1004

(945, 1065)
1012

(964, 1072)

2015 年度推定値
997

(832, 1181)
1425

(1216, 1653)
1608

(1405, 1832)
1310

(1080, 1576)
1989

(1611, 2441)
332

(256, 416)

自然増加率(％) 19.1 31.2 17.3 17.4 19.8 22.3

別表 1 群馬県のツキノワグマ生息数シミュレーション結果 (1998～2015 年度)

注：生息数推定値は中央値 (2.5％値, 97.5％値)である.



筆者は, このプログラムを作動させて, 群馬県についてツキノワグマ生息数を数ケース, シミュ

レーションを行い, モデルの性格を確認してみた. その結果は別表 1のとおりでああり, ここか

ら次のことが事実確認できた. 但し, 群馬県の推定は狩猟と有害捕獲という客観性やランダム性

が欠如した誤差の大きい間接データを用いたものであるため, この結果が妥当な生息数水準を求

めることは難しいという前提で解釈する必要性がある. また, 推定結果は幼獣を含めた総個体数

どある.

① 初期個体数の設定を変更するケースⅠでは, 設定個体数を大きくすると, 自然増加率は低

く推定される. この場合, ケース④と⑤が自然増加率は 6～8％台程度と妥当な水準とな

り, 個体数は減少傾向を示す.

② 初期個体数の設定を 1000～2000 頭と固定して条件設定を変更したケースⅡでは, 目撃数

を 0としたケース①で, 個体数推定結果に変動はないことが示される. つまり, 目撃情報

は推定において飾りに過ぎない.

③ ケースⅡの捕獲数と捕殺数を 2倍にするケース②は, 生息数推定値は増加するものの, 除

去数も 2倍に増加するので増加はある程度, 抑制される. 但し, 自然増加率は大幅に上昇

する. つまり捕獲すればする程, 生息数推定値は増えるというモデルの欠陥が示される.

④ ケースⅡの捕獲数を 2倍で捕殺数を固定するケース③では, ケース②と比較して生息数推

定値は飛躍的に増加するが, 自然増加率の上昇は抑制される. このことは, 錯誤捕獲によ

る放獣を実施した場合に, 錯誤捕獲も捕獲にカウントすれば, 生息数推定値は見かけ上,

増えるというモデルの欠陥が示される.

⑤ ケースⅡのブナ科堅果類が平年並み, 豊作あるいは凶作とするケース④⑤⑥では, 個体数

は 2008 年以降に増加あるいは減少方向に大きく振幅する. 但し, 自然増加率にブナ科堅

果類の豊凶は反映されないようにモデル設定がなされている. この結果はブナ科堅果類の

豊凶は適切に用いなければ結果を不安定にさせる可能性があることを示している.

これらの結果は, 生息数推定値は基本的に捕獲数から逆算されたものであるという重要な事実

を示している. 捕獲数は最低限の生息数を示していると解釈できる. 従って (16) のαを捕獲率

と解釈すると, 0�α�1 が成立している. このため, αの条件設定が可能となること, 捕獲数

の推移が生息数のトレンドを示すと解釈したことで推定が可能となったものと考えられる.

このことは, 初期個体数を低めに設定すると, 自然増加率が高く推定されることになり, 捕獲

すればするほど, 奥山が豊で個体数推定値が大きくなるという結果をもたらす. この結果はツキ

ノワグマが爆発的に増えたので狩猟を正当化することに利用されることになる.

逆に初期個体数を高く設定すると自然増加率は低く推定され, 捕獲を増加させると個体数が減

少するという結果が導かれることを意味する. この結果は, かつて人里にはツキノワグマは降り

てこなかったが山中には存在しており, 現在, 人里に降りてきたツキノワグマの捕獲により個体

数は減少傾向を辿っていることを示しており, ツキノワグマの保護と奥山復元を強化することが

要請されることになる.
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同一データで同一モデルを用いても初期個体数の設定で正反対の結果がもたらされること, 正

反対の政策的含意がもたらされることを意味する. さらにいずれの結果についてもブナ科堅果類

の豊凶要因を考慮すると, 結果が増幅されることにつながる.

いずれの結果を採用するかについては, 自然増加率の妥当な水準をもたらす結果を用いるのが

妥当であるため, ツキノワグマの保護と奥山復元を強化することが要請されるのが正しい帰結で

ると考えられる.

なお, ツキノワグマの捕獲が恣意的に行われていること, 捕殺圧を高めていることが捕獲数の

増加に反映されれば, 用いたデータに客観性が失われるため, ツキノワグマの生息数が増加して

いるというシミュレーション結果の信頼性は著しく低下する.

一方, 目撃数については, 同一個体を複数目撃している可能性があるため, 目撃率の範囲を先

験的に設定することができず, 個体数に結びつけることが難しい. また目撃数の推移は捕獲数の

推移と連動しているため, 両者を識別することが難しいと考えられる. このため, 目撃数は生息

数推定には殆ど寄与していないと考えられる.

2 . 兵庫県の推定結果の検証

筆者は, 群馬県から提供されたプログラムを修正して兵庫県の ｢階層ベイズ法｣ によるツキノ

ワグマ生息数推定を相当程度再現できるようにした. そのプログラムを用いて兵庫県の推定結果

の妥当性について検証を加えた.

兵庫県においては, ツキノワグマの捕獲関連データは 1989 年から整備され兵庫県の ｢ツキノ

ワグマ管理計画 (2017 年)｣ に記載されている. 同計画からは以下が読み取れる. 1995 年までの

捕獲数には狩猟数が含まれている. 兵庫県については, 1996 年から錯誤捕獲したツキノワグマ

については法令に従って放獣している54. また, 2001 年から 2011 年の間は有害捕獲したツキノ

ワグマも学習放獣していた. 放獣した際には標識を装填するので 1994 年以降については, 標識

再捕獲法による生息数推定が可能である. なお, 目撃件数については 2000 年から, ブナ科堅果

類望郷指数は 2005 年から利用可能であることがバックグラウンドペーパーから判明している.

兵庫県の一連の ｢階層ベイズ法｣ によるツキノワグマ生息数推定に関するバックグラウンドペー

パーのうち, 坂田他 (2011) が当初論文であり, この結果と坂田他 (2012) に修正を加えて生息

数が急増したという数値が ｢第 3 期ツキノワグマ保護管理計画｣ (2012 年) に反映されている.

その後は, 坂田他 (2014), 兵庫県 (2016) が事業実施計画や ｢ツキノワグマ保護計画｣ (2015

年) に反映されている. しかしながら, ｢ツキノワグマ保護計画｣ (2017 年) においては根拠と

なる論文は作成されていないことが判明している.
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54 兵庫県の放獣姿勢については, 評価する. しかし自治体が法令に従うのは当然のことである. 法令に
従わない自治体が多数存在しているために, 法令に従う自治体を評価せざるを得ないという転倒した
状況が発生している. 多くの自治体が率先して法令を無視しているのが現状である.



｢階層ベイズ法｣ においては, 生息数は基本的に捕獲数で決定されていることは前節において

確認済みである. 兵庫県においては別図 1に示されるように, ツキノワグマの捕獲数が 2004 年

以降, 急激に増加している. 2004 年を境に自然増加率が上昇したことは考えにくいことから,

何らかの要因が働いて捕獲数の増加につながったと考えられる. この状態を生息数の増加に起因

するものと捉えると生息数推定値は莫大なものとなってしまう55.

兵庫県においては, 別図 2 に示すように, 2010 年に大量捕獲が発生している. この異常値に

ついては発生要因を吟味しなければ推定にバイアスが発生することになる. 別図 2に示されるよ

うに兵庫県においては, 2010 年以降, 捕獲数と有害捕獲数の乖離が大きく, 錯誤捕獲が急増し

ている. このことが推定値を見かけ上, 大きくする可能性がある. 以上の要因が, 推定にどのよ

うな影響を与えているかを検証する必要性がある.

坂田他 (2011) では 1994 年～2010 年の間のデータを用いている. これは, 生息数と並行して

標識付き個体数の推定が行われているためである. その後の坂田他 (2012), 坂田他 (2014), 兵

庫県 (2016) では 1990 年代のデータは用いられていない. これは恐らく過大推定という批判を

回避するためであると考えられる.

｢階層ベイズ法｣ には標識再捕獲による捕獲率が有効活用されておらず, 標識再捕獲法から求

めた生息数と ｢階層ベイズ法｣ による生息数には大きな乖離があることが指摘されている56.
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55 兵庫県において 2012 年 2 月に開催された ｢ベイス推定を用いて野生鳥獣生息数を推定することに関
する検討会｣ の議事録を情報公開請求 (2017 年 8 月 22 日請求, 同 9 月 4 日通知) にて入手した. 議
事録では, 委員から ｢捕獲数を個体数と比例関係にあると仮定しているが, 捕獲に対する努力量は一
定なのか｣ という疑問が提起されているものの, 作成者は, 錯誤捕獲が増加したことに関する努力量
は把握していないこと, 最終的に捕獲数が個体数を反映していると判断した旨の回答がなされている.
ここから検討段階においてモデルの致命的欠陥は認識されていたことが分かる.

56 山上 (2016).

注 1：捕獲数は兵庫県が ｢階層ベイズ法｣ において用いたデータである.
注 2：有害捕獲数は兵庫県 ｢ツキノワグマ管理計画 (2017 年)｣ をもとに推定した.

別図 1 別図 2

別図 ツキノワグマ捕獲数の推移 (兵庫県)
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(Ⅰ：当初個体数設定変更ケース)

① ② ③ ④

初期個体数 100～200 200～300 300～400 400～500

設定 標準 標準 標準 標準

1989 年度推定値 105 (86, 136) 201 (171, 252) 298 (259, 362) 398 (350, 472)

2004 年度推定値 70 (49, 100) 122 (87, 177) 175 (121, 262) 240 (160, 364)

2016 年度推定値 347 (233, 521) 713 (499, 1038) 1114 (784, 1606) 1575 (1110, 2239)

自然増加率 (％) (ベース値) 25.2 6.4 2.0 0.4

(Ⅱ：錯誤捕獲数除去ケース)

① ② ③ ④

初期個体数 100～200 200～300 300～400 400～500

1989 年度推定値 114 (91, 171) 211 (175, 275) 305 (259, 371) 399 (346, 467)

2004 年度推定値 31 (18, 52) 55 (34, 90) 78 (48, 125) 102 (63, 164)

2016 年度推定値 71 (22, 151) 157 (81, 268) 236 (137, 375) 317 (195, 488)

自然増加率 (％) (ベース値) 18.5 1.4 -2.7 -4.5

(Ⅲ：ブナ豊凶除去ケース)

① ② ③ ④

初期個体数 100～200 200～300 300～400 400～500

1989 年度推定値 80 (66, 95) 172 (146, 200) 280 (244, 320) 394 (350, 447)

2004 年度推定値 47 (32, 68) 160 (112, 226) 361 (255, 515) 661 (471, 933)

2016 年度推定値 296 (214, 401) 755 (543, 1051) 1546 (1101, 2200) 2660 (1893, 3788)

自然増加率 (％) 36.1 17.1 13.3 12.0

(Ⅳ：錯誤捕獲及びブナ豊凶除去ケース)

① ② ③ ④

初期個体数 100～200 200～300 300～400 400～500

1989 年度推定値 88 (73, 105) 181 (155, 210) 282 (248, 323) 388 (345, 446)

2004 年度推定値 30 (19, 46) 93 (64, 134) 183 (126, 258) 299 (213, 422)

2016 年度推定値 54 (20, 102) 157 (91, 251) 303 (189, 466) 488 (314, 746)
自然増加率 (％) 20.5 9.5 7.2 6.2

別表 2 兵庫県のツキノワグマ生息数シミュレーション結果 (1989～2016 年)

(Ⅰ：ブナ豊凶除去ケース)

① ② ③ ④

初期個体数 100～200 200～300 300～400 400～500

2004 年度推定値 57 (40, 77) 186 (156, 222) 312 (268, 383) 435 (380, 519)

2016 年度推定値 215 (146, 306) 629 (458, 866) 1072 (790, 1470) 1507 (1122, 2039)

自然増加率 (％) 33.4 16.4 14.0 13.0

(Ⅱ：錯誤捕獲及びブナ豊凶除去ケース)

① ② ③ ④

初期個体数 100～200 200～300 300～400 400～500

2004 年度推定値 84 (64, 111) 204 (169, 270) 321 (273, 399) 435 (377, 514)

2016 年度推定値 100 (49, 178) 267 (158, 442) 439 (271, 698) 609 (386, 943)

自然増加率 (％) 20.5 9.5 7.2 6.2

別表 3 兵庫県のツキノワグマ生息数シミュレーション結果 (2004～2016 年)

注：別表 2, 3 ともに生息数推定値は中央値 (2.5％値, 97.5％値) である.



このような状況を考慮して, 筆者は兵庫県のツキノワグマに関して ｢階層ベイズ法｣ により,

1989～2016 年, 1994～2016 年について兵庫県の ｢ツキノワグマ管理計画 (2017 年)｣ とバック

グラウンドペーパーに記載されたデータを用いた生息数推定を試みた. 1994～2016 年のデータ

を用いたのは, 坂田 (2011) のみならず ｢第 3 期ツキノワグマ保護管理計画｣ (2012 年) の妥当

性を検証するためである. この場合, 標識付き個体数の推定とこれの生息数推定への適用が可能

か否かについても検討した. なお, 事前分布については, 兵庫県 (2016) 等を参考にして設定した.

標識付き個体数の推定に際しては, 生存率φは最も重要な変数となる. 生存率を求めるには過

去の捕獲履歴が必要であるが, 兵庫県では公開されていない (あるいは履歴が存在いていない) .

このような状況では, 生存率は 0�φ�1 のいずれの数値をとるか特定できないことから, 標識

付き個体数の推定は不確実性が高い. 生存率を何らかの値に固定して標識付き個体数を求めても,

これを生息数推定に適用すると, 一方では捕獲数から生息数を求めようとしているために, プロ

グラム上では生息数の多重定義となることで計算不可能となることが判明した.

従って, ここでは 1989～2016 年のデータを用いた標識付き個体数を考慮しない ｢階層ベイズ

法｣ の推定結果を別表 2に示す. ここでの生息数は幼獣を含む総個体数である.

その結果, 判別したことは次のとおりである.

① 捕獲数に錯誤捕獲を含めている標準的なケースⅠにおいては, 2004 年以降の捕獲数の増

加は生息数推定値の大幅な増加につながる. 表中の自然増加率はブナ科堅果類豊凶の影響

を除去したベース値であり, 2005 年以降の自然増加率はブナ科堅果類豊凶の影響を受け

て, あり得ない水準に上昇する. つまり, 全ての捕獲数変動要因をブナ科堅果類豊凶に帰

すという欠陥構造を有している.

② 同様にケースⅠにおいて, 初期個体数の設定を変えると生息数推定値を大きく膨らませる

ことが可能となる.

③ 捕獲数から錯誤捕獲を除外しているケースⅡについては, 自然増加率の推定値に不自然な

面があるものの, ケースⅠと比較して大幅に生息数推定値が低下する. このことは錯誤捕

獲により兵庫県の生息数推定値は大きく膨らんでいる可能性を示唆する.

④ 同様にケースⅡにおいて, 錯誤捕獲を除外すると 2010 年の大量出没については捕獲と捕

殺が相殺されて生息数推定値への影響を緩和することになる.

⑤ 2005 年以降のブナ科堅果類豊凶を除外したケースⅢにおいては, 1989 年以降の自然増加

率が全て押し上げられるために, ケースⅠよりもさらに生息数推定値は膨らむ結果となる.

以上から, 自律度が低く識別不可能なモデルは, いかなる捕獲率と自然増加率の組み合わせも

解として容認されてしまう危険性が高いことが示される. 密度依存性を考慮していないために生

息数は爆発的な増加傾向を示すという問題がある. 錯誤捕獲という有害捕獲と全く異なる性質の

ものを捕獲数に加算してデータとして用いているために, 生息数推定値が過大推定となっている.

兵庫県においては, 個体数の出発点となる初期個体数を示す根拠のあるデータが乏しい. 坂田

他 (2011) では, 当初個体数として兵庫県調査による 1993～1995 年の個体数 78～92 頭を用いて
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いた. その後の調査である坂田他 (2012), 坂田他 (2014), 兵庫県 (2016) では, 推定期間を短

縮して直前の推定個体数を初期 (期末) 個体数として設定している. その結果, 生息数水準の見

直しが行われず, 数値が膨らみ, 現行管理計画に反映されることとなった可能性が高い. これは

推定の上に推定を重ねる行為であり, 容認できるものではない.

従って, 筆者は 2004 年以降のデータを用いて兵庫県のツキノワグマ生息数推定を行ってみた.

その結果は別表 3に示すとおりである. この場合, 初期個体数の設定については十分な情報がな

いことから, 任意の値に設定している. ケースⅠに示すように錯誤捕獲を捕獲数に含めると, 自

然増加率が著しく高くなり, 生息数も著しく大きくなる. ケースⅡに示すように錯誤捕獲除外す

ると, 結果の妥当性は向上すると言える. 但し, これはあくまで ｢階層ベイズ法｣ に用いられた

モデルとデータを前提としたもので, この結果が正しい生息数を示しているものではない.
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